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2023年11月15日(水)
18時30分～20時

第１回：賃金
条例から学ぼう

臨職協スキルアップ講座
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④



薩摩川内市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

(会計年度任用職員の区分)
第2条 次の各号に掲げる会計年度任用職員の区分は、それぞれ当該各号に定める職員とする。

(1) 会計年度任用一般職員 法第22条の2第1項第2号に規定する職員
⇒フルタイムの会計年度任用職員

(2) 会計年度任用短時間職員 法第22条の2第1項第1号に規定する職員
⇒パートタイムの会計年度任用職員

(会計年度任用職員の給与の種類)
第3条 会計年度任用一般職員の給与の種類は、給料、初任給調整手当、地域手当、通勤手当、特殊勤
務手当、特地勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、退職手当、宿日直手当及び期
末手当とする。
2 会計年度任用短時間職員の給与の種類は、報酬及び期末手当とする。

フルタイム＝給料

パートタイム＝報酬
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フルタイムの会計年度任用職員



(給料)

第5条 会計年度任用一般職員の給料は、その職務の内容と責任に応じ、常勤の職員(地方自治法第204
条第1項に規定する職員(法第3条に規定する一般職に属する職員に限る。)のうち、短時間勤務職員(薩摩川内市
職員の給与に関する条例(平成16年薩摩川内市条例第57号。以下「給与条例」という。)第7条に規定する短時間

勤務職員をいう。)及び会計年度任用一般職員を除いた職員をいう。以下同じ。)の給料との権衡等を考慮し
て、次の各号に掲げる職種の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を超えない範囲内で任命権者が別に定
める。
(1) 次号に規定する職種以外の職種 月額400,000円
(2) 医師 任命権者が別に定める額

○薩摩川内市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例施行規則

第5条 会計年度任用一般職員は、その職務の内容に応じ、薩摩川内市職員の給与に関する条例(平成
16年薩摩川内市条例第57号。以下「給与条例」という。)第5条第1項第1号に掲げる行政職給料表又は同項第

2号に掲げる医療職給料表(以下これらを「給料表等」という。)の適用を受けるものとする。
2～5 略

6 第1項及び第2項の規定にかかわらず、給料表等に改正があったときは、当該改正された給料月額は翌
年度の4月1日から適用し、改正があった年度内においては、なお従前の例による。

薩摩川内市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例
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パートタイムの会計年度任用職員



(報酬)

第10条 会計年度任用短時間職員の報酬は、月額、日額、時間額及び年額によるものとし、その職務の
内容と責任に応じ、常勤の職員の給料との権衡等を考慮して、次の各号に掲げる職種の区分に応じ、
それぞれ当該各号に定める額を超えない範囲内で任命権者が別に定める。
(1) 次号に規定する職種以外の職種 月額により報酬を定められている会計年度任用短時間職員(以下「月
額の会計年度任用短時間職員」という。)にあっては400,000円を、日額により報酬を定められている会計年
度任用短時間職員(以下「日額の会計年度任用短時間職員」という。)にあっては15,000円を、時間額により
報酬を定められている会計年度任用短時間職員(以下「時間額の会計年度任用短時間職員」という。)及び年
額により報酬を定められている会計年度任用短時間職員にあっては任命権者が別に定める額
(2) 医師 任命権者が別に定める額

(会計年度任用職員の種別)
第4条 条例第10条第1号に掲げる会計年度任用短時間職員は、次の各号に掲げる会計年度任用短時間職員の
種別の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める者とする。
(1)月額の会計年度任用短時間職員 1週間の勤務時間が常勤の職員の4分の3又は2分の1に相当する時間

で勤務する者
(2)日額の会計年度任用短時間職員 特定の時期に限り、日を単位として勤務する者
(3)時間額の会計年度任用短時間職員 特定の時期に限り、時間を単位として勤務する者
(4)年額の会計年度任用短時間職員 略

○薩摩川内市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例施行規則

薩摩川内市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例
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給料及び報酬の決定の基準



(新たな任用による職務の級及び号給の決定基準)

第6条 新たに任用する月額の会計年度任用短時間職員の職務の級及び号給の決定については、その
職務の内容と責任に応じ、別表第2又は別表第3に掲げる月額の会計年度任用短時間職員の報酬との権衡
等を考慮して決定する。

(再度任用の場合による職務の級及び号給の決定基準)

第7条 4月1日に再度任用する月額の会計年度任用短時間職員で、同日の前日から引き続き同一と
認められる職務に従事することとされる者の職務の級の決定については、同日から起算して前1年間
におけるその者の勤務成績に応じ決定するものとする。
2 前項の規定により職務の級を決定される者の号給の決定については、再度任用する日の前日から起算
して前1年間におけるその者の勤務成績が良好である場合にあっては同日においてその者が受け

ていた号給の1号給上位の号給とし、同期間におけるその者の勤務成績が良好でない場合にあっ
ては同日においてその者が受けていた号給と同一とする。
3 略
4 略

○薩摩川内市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例施行規則

薩摩川内市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例
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金額

2023人勧による
勧告額
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期末手当の支給決定と支給額の基準



(会計年度任用職員の期末手当)
第19条 期末手当は、6月1日及び12月1日(以下この条においてこれらの日を「基準日」という。)にそれぞ

れ在職する月額の会計年度任用職員のうち、任期が6箇月以上である者に対して支給する。これらの基
準日前1箇月以内に退職し、若しくは失職し、又は死亡した職員についても同様とする。
2 任期の定めが6箇月に満たない本市の会計年度任用職員の1会計年度内における任期の合計が6箇月以上に
至ったときは、当該会計年度任用職員は、当該会計年度において、前項に規定する任期の定めが6箇月以上
の会計年度任用職員とみなす。
3 6月に期末手当を支給する場合において、前会計年度の末日まで本市の会計年度任用職員として任用され、
同日の翌日に本市の会計年度任用職員として任用された者の任期(6箇月未満のものに限る。)と前会計年度
における任期(前会計年度の末日を含む期間の任用に係るものに限る。)の合計が6箇月以上に至ったときは、
第1項の任期の定めが6箇月以上の会計年度任用職員とみなす。
4 期末手当の額は、期末手当基礎額に、規則で定める支給割合を乗じて得た額に、基準日以前6箇月以内の
期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とす
る。
(1) 6箇月 100分の100
(2) 5箇月以上6箇月未満 100分の80
(3) 3箇月以上5箇月未満 100分の60
(4) 3箇月未満 100分の30
5 略
6 略
7 略

薩摩川内市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例
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(期末手当の支給割合)
第11条 条例第19条第4項の規則で定める支給割合は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定め
る支給割合とする。
(1) 月額の会計年度任用一般職員 給与条例第29条第2項に定める割合
(2) 月額の会計年度任用短時間職員 給与条例第29条第3項に定める割合

2 前項の規定にかかわらず、給与条例第29条第3項に定める期末手当基礎額に乗じる割合に改正があった
ときは、当該改正された割合は翌年度の4月1日から適用し、改正があった年度内においては、なお従
前の例による。

(期末手当)
第29条 略

2 期末手当の額は、期末手当基礎額に100分の120を乗じて得た額に、基準日以前6箇月以内の期間におけ
る当該職員の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。
(1) 6箇月 100分の100
(2) 5箇月以上6箇月未満 100分の80
(3) 3箇月以上5箇月未満 100分の60
(4) 3箇月未満 100分の30

3 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用については、同項中「100分の120」とあるのは
「100分の67.5」とする。

薩摩川内市職員の給与に関する条例

薩摩川内市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例
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会計年度任用職員の給料・報酬の考え方と問題点



第10条 会計年度任用短時間職員の報酬は、月額、日額、時間額及び年額によるものとし、その職
務の内容と責任に応じ、常勤の職員の給料との権衡等を考慮して、次の各号に掲げる職種の区分
に応じ、それぞれ当該各号に定める額を超えない範囲内で任命権者が別に定める。

「資格を有する職」が１級に割り当てられているが、それでいいか？？
そして、３年間での昇給額に差が生じているが、それでいいか？？

【参考】Ｐ１１～Ｐ１３

薩摩川内市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例
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再 掲



「知っている」「知らない」で、私たちの生活は大きく変わることがあります。

しかし、ただ「知っている」だけでは今までと同じです。

この制度という名の「条例」「規則」。

まずは、「知る」ことから始めてみませんか？

そして、ほとんどの場合、「条例」は議会の可決が必要ですが、「規則」は議会の可決不要な
場合があります。

そして変えるためには交渉が必要です。そのためには、「多くの仲間と声をあげるこ
と」が重要です。

あなたの周りの会計年度任用職員に声をかけて、自分たちの賃金を見てください。

「目からウロコ」ってことがあると思いますよ。
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他の自治体の条例の書きぶり



〇〇市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

（号給）
第●条・・・どの給料表を使うのか？基準を示してある。

（職種別基準表の適用方法）
第●条・・・職種欄の区分及び学歴免許等欄の区分に応じて適用することを

示してある。

（学歴免許等の資格による号給の調整）
第●条・・・学歴のほかに、必要な職種による免許等による調整について

示してある。

（経験年数を有する者の号給）
第●条・・・再度の任用に当たっての考え方が示してある。

〇〇市会計年度任用職員の給料の決定に関する規則
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（注意）職種欄の区分について、学歴や免許の種類で適用や号給の調整がされるようになって
いますが、規則にその区分が掲載されていない場合があります。その場合には、基本単組の役
員に「当局が持っている適用表が欲しい」と、お願いをして、入手してください。



（経験年数を有する者の号給）
第〇条 職員となった者のうち、職種別基準表の適用に際して用いられるその者の学歴免許等の資格（前条
の規定の適用を受ける者にあっては、その適用に際して用いられる学歴免許等の資格を含む。）を取得した
時以後の経験年数を有する者の号給は、第〇条第〇項の規定による号給（前条の規定による号数を含む。）
の号数に、次の各号に掲げる経験年数の区分ごとに、それぞれその月数を12月（各区分におけるその者の経
験年数のうち５年を超える経験年数の月数にあっては、18月）で除した数に当該各号に定める数を乗じて得
た数を合算した数（１未満の端数があるときは、これを切り捨てた数）を加えて得た数を号数とする号給と
することができる。
(１) 職員として同種の職務に在職した経験年数のうち通常の勤務時間の

１週間当たりの平均時間が29時間以上である月からなるもの ４
(２) 職員として同種の職務に在職した経験年数のうち通常の勤務時間の

１週間当たりの平均時間が20時間以上29時間未満である月からなるもの ３
(３) 職員として同種の職務に在職した経験年数のうち通常の勤務時間の

１週間当たりの平均時間が15時間30分以上20時間未満である月からなるもの ２
(４) 職員として同種の職務に在職した経験年数のうち通常の勤務時間の

１週間当たりの平均時間が15時間30分未満である月からなるもの １

○〇市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例施行規則
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再度の任用にあたっての給料決定について、一週間あたりの平
均勤務時間によって、昇給する号給を示してある。


